様式１

県営住宅指定管理者募集に

係る説明会参加申込書

平成　年　月　日　

愛媛県土木部道路都市局

建築住宅課　様

申込者　　所在地
名称
代表者名

　参加希望者

	役職名
	氏名

	
	

	
	

	
	


	【担当者】　　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail


様式２

県営住宅指定管理者募集要項等

に関する質問票

名　称：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

所在地：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

担当者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

電　話：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

ＦＡＸ：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

E-mail：　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	№
	日付
	資料名
	頁
	項目

番号
	質問項目
	質問の内容
	回　　答（※）

	１
	
	
	
	
	
	
	

	２
	
	
	
	
	
	
	

	３
	
	
	
	
	
	
	

	４
	
	
	
	
	
	
	

	５
	
	
	
	
	
	
	


※回答の欄は、記載しないで下さい。また、欄が不足する場合などは、適宜修正してください。

様式３

県営住宅指定管理者指定申請書

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

申請者　　所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
県営住宅の指定管理者の指定を受けたいので申請します。

	【担当者】　　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail


（注意事項）

　コンソーシアムの場合は、代表団体を申請者とし、申請者欄に「コンソーシアムの名称」「代表団体の所在地」「代表団体の名称」「代表団体の代表者氏名」を記載して、代表団体の印を押印してください。また、担当者欄についても、代表団体の担当者について記載するとともに、様式３－１及び３－２を添付してください。

※申請手続きに関し、代理人に委任を行う場合は、様式３－３を添付してください。

様式３－１

コンソーシアム構成員表

コンソーシアムの名称　　　　　　　　　　　　　　　　　　（構成員数　　団体）

	代表団体
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
担当者　氏　名

所　属

役職名

電　話　　　　　　　　　　ＦＡＸ

E-mail


（注意事項）　記載欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。

様式３－２

委　　任　　状

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	構成員
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


私は、下記の団体をコンソーシアムの代表団体とし、県営住宅の指定管理者の申請手続きに関し、次の事項を委任します。

記

	代表団体

(受任者)
	所在地
名　　称

代表者名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)


	委任事項
	・申請書（事業計画書及び収支計画書その他申請に必要な書類を含む。）の提出に関すること。

・申請の辞退に関すること。


（注意事項）　

記載欄が足りない場合は、本様式に準じて追加・作成してください。

様式３－３

代理人届

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

届出者　　所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
県営住宅の指定管理者の申請手続きに関し、下記の者を代理人として次の事項を委任します。

記

	代理人
	住　　所
氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)

	委任事項
	・申請書（事業計画書及び収支計画書その他申請に必要な書類を含む。）の提出に関すること。


（注意事項）

　コンソーシアムの場合は、代表団体を届出者とし、届出者欄に「コンソーシアムの名称」「代表団体の所在地」「代表団体の名称」「代表団体の代表者氏名」を記載して、代表団体の印を押印してください。

様式４

宣　誓　書

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
　愛媛県県営住宅の指定管理者の指定申請に当り、愛媛県県営住宅指定管理者募集要項の「６（１）申請資格」に定める欠格事項に該当しないことを誓います。

県営住宅の管理運営に関する事業計画書（様式５）
（記載上の注意）

○　用紙はＡ４判縦、書式は自由とします。必要であれば、図表添付も可とします。

○　ページ数の制限はありません。

◇審査項目「Ⅰ－１」：入居者等の平等な利用の確保
様式５－１　平等な利用の確保に関する方針　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県営住宅を管理運営するうえで、入居しようとする者及び入居者の平等な利用の確保に関する方針について記入してください。


◇審査項目「Ⅱ－１」：施設の設置目的との整合性

様式５―２　管理運営に関する基本的な考え方　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県営住宅の設置目的を踏まえ、どのような管理運営を行っていくか基本的な考え方を記入してください。（取組姿勢、運営方針、理念、ＰＲ等）


◇審査項目「Ⅱ－２」：効果的な業務の実施方法
様式５―３　日常的、定期的な管理業務の実施方法及び内容　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県営住宅の日常的、定期的な入居者関係業務、家賃等収納業務、施設管理業務等について、業務毎に基本的な考え方及び重視するポイント、具体的な実施方法、内容、貴団体が持っている技術、手法、経験等でアピールしたい点などについて記入するとともに、年間の作業計画表（様式任意）を作成してください。

　【業務】

①　入居者関係業務（入退去、入居者異動等）

　　　
②　家賃収納業務（収入認定、家賃滞納整理等）

③　施設管理業務（設備保守点検、施設の修繕等）


◇審査項目「Ⅱ－３」：入居者等に対するサービスの向上　
様式５―４　入居者サービス向上への取組　　　　　　　　　　　　　　

（1） 入居者サービスの向上に対する取組について

1 どのようにして、苦情処理等、入居者ニーズの把握や入居者指導を行い、管理運営に反映するかについて記入してください。


② その他サービス向上の取組（コールセンターでの対応内容等）について記入してください。


（２）緊急時の体制・対応について

緊急修繕や事故及び災害発生時など、緊急時の体制や対応について記入してください。

◇審査項目「Ⅱ－４」：家賃徴収率の向上策　
様式５―５　家賃徴収率向上に関する取組　　　　　　　　　　　　　　　

家賃徴収率向上に関する目標値について記入するとともに、その具体的な方針や手法について記入してください。


◇審査項目「Ⅲ－１」：管理運営経費の縮減及び収支計画の適合性
様式５－６　効率的且つ安定した運営への取組　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）経費の縮減について

募集要項に記載した県の上限額以下で、受託可能な委託料を提示し、県営住宅の管理運営にあたり、どのようにして効率的な管理運営を行うか、経費の縮減に関する方針や創意工夫について記入してください。


（２）収支計画について

指定期間である３年間の収支計画書（様式５－６　参考記入例）を作成するとともに、その積算内訳を添付してください。


◇審査項目「Ⅳ－1」：申請者の実績

様式５－７　施設管理運営に関する実績、及び技術等　　　　　　　　　　　　　　　　

　（１）類似施設の管理運営実績について（様式５－７参考記入例）

賃貸住宅管理の実績について、団地名（マンション・アパート）名、管理業務の範囲、戸数等について記入してください。


◇審査項目「Ⅳ－２」：人的能力（管理運営組織）

様式５－８　業務実施体制等の計画　　　　　　　　　　　　　　　　

（１）業務の執行体制等について

「県営住宅管理事務所人員配置計画書（様式５－８参考記入例）」を作成するとともに、事務所以外でも業務を行う場合の体制及び外注（修繕、保守点検を含む）・再委託予定業務を記入してください。

また、業務に携わる職員の技術や能力育成に関する方針及び研修計画等についても記入してください。


　
（２）外注、再委託業務の管理体制について
業務の外注、再委託における、業者選定の考え方、指定管理者としてのチェック方法、指導監督方法などについて①修繕工事②施設保守点検委託
　③その他業務別に記入してください。

◇審査項目「Ⅳ－３」：経営の安定性

　損益計算書等募集要項で求めている添付資料　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　提出する書類を記入してください。
◇審査項目「Ⅳ－４」個人情報保護等
様式５－９　個人情報の保護及び情報公開　　　　　　　　　　　　　

（１）個人情報の保護及び情報公開について

個人情報の保護に対する考え方や取扱方法及び情報公開についての考え方について記入してください。（規程等を定めている場合は添付してください。）

また、再委託・再々委託における個人情報保護について具体的な対応

をどうするのか記入してください。


様式５－６

　　　収支計画書（参考記入例）

                                                               （単位：千円）

	区　　分
	Ｈ２２
	Ｈ２３
	Ｈ２４
	備　考

	　収　入
	指定管理料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	収入計(ａ)
	
	
	
	

	　　　　　　　支　　出
	施設管理費
	一般修繕費
	
	
	
	

	
	
	計画修繕費
	
	
	
	換気扇、流し台、水道メーター

	
	
	保守点検料
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	運営費
	人件費
	
	
	
	

	
	
	事務費
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	一般管理費
	
	
	
	

	
	支出計(ｂ)
	
	
	
	

	収支差(ａ)－(ｂ)
	
	
	
	

	備考


※1　計上する区分、項目は任意ですが、一般修繕費（日常、退去）と計画修繕費

　（換気扇取替、流し台取替、水道メーター取替）は、必ず他項目から独立して計上してください。
※２ 事務費には、通信・送信費、印刷製本費、消耗品費、消耗備品費、手数料、会議費、保険料、租税公課費、旅費交通費等を含めてください。

※３ その他特記事項（考え方等）があれば、備考に記入してください。

様式５－７（参考記入例）

類似施設の管理実績一覧表

　　法人等又は共同体の名称　　　　　　　　　　　　　　　　

　　　（平成　年　月　日現在）

	住宅の名称
	所在地
	戸数
	所有者
	管理形態

	
	
	
	
	

	賃貸住宅

	××マンション
	松山市
	　　５０戸
	
	管理委託一式
（入居者募集、契約代行、家賃集金、建物保守・保全、修理手配）

	
	○○アパート
	伊予市
	４０戸
	
	同　　上

	
	○○市営住宅▲団地
	○○市
	１２０戸
	○○市
	指定管理

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	上記以外の住宅戸数
	
	
	
	

	賃貸住宅管理戸数合計
	
	
	
	


 注）管理戸数の多い順に申請時に管理しているものについて作成すること。
　　　１０箇所以上管理している場合については、残り管理戸数をまとめて、上記以外の住宅戸数に記載し、計欄に管理戸数全体を記載すること。　　　
様式５－８（参考記入例）
県営住宅管理事務所人員配置計画書

	役　　職
	担当業務内容
	能力、資格、
実務経験年数など
	雇用形態
	年齢層
	勤務時間／週 (h）
	備考

	総括責任者兼所長
	県営住宅管理のマネージメント全般
	一級建築士
防火管理講習終了
	正規
	５０代
	４０
	

	次　　長
	経理全般、庶務事務、窓口業務
	経理事務士３級
賃貸住宅管理士
	正規
	４０代
	４０
	

	家賃収納業務担当
	経理担当、窓口業務
	情報処理活用能力検定準２級
	正規
	３０代
	４０
	

	施設管理担当
	修繕工事の発注
	二級建築士
	正規
	３０代
	４０
	

	　　　〃
	保守管理
	電気主任技術者
	正規
	３０代
	４０
	

	窓口担当
	窓口業務
	宅建仲介営業歴６年
	正規
	２０代
	４０
	

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	 

	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	


※仕様書を確認し必要な職員を記入してください。

※配置する職員全てについて記入してください。

※役職については、県営住宅を管理運営するうえで必要と思われる役職を記入してください。ただし、総括責任者、所長については必ず記入してください。

※能力、資格、実務経験年数等は実際に配置する予定職員を想定のうえ記入してください。

※職員の雇用形態は、実際に勤務する職員を想定して記入してください。

　正規職員とは、週４０時間程度勤務し貴団体が複数年にわたり雇用する職員とします。パートは、非常勤で臨時に契約する職員とします。

※職員の年齢層は、２０代、３０代等目安で結構ですので記入してください。

※住宅管理事務所に常勤する職員を除き、貴団体の本社などで県営住宅の管理に係わる人員を置く場合は、備考欄にその旨記入し、週間勤務時間に県営住宅管理運営業務に係わる時間を記入してください。

様式６

	納税証明願
愛媛県　　　地方局長　様
平成　　年　　月　　日　　
所在地
名　称　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
愛媛県知事に対し、県営住宅の指定管理者の指定申請を行うため必要ですから、次の事項を証明願います。
記
県税についての未納の税額はありません。
（個人県民税及び地方消費税を除く。）
上記のとおり相違ないことを証明します。

備　考

平成　　年　　月　　日

愛媛県　　　　地方局長




この証明は、上記名称の外、次の条件により検索した結果によるものである。

	


（注意事項）

１　申請の際は２部提出してください。

様式７

申　　立　　書

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
県営住宅の指定管理者の指定申請に係る提出書類について、下記のとおり申し立てます。

記

以下の提出書類については該当ありません。

（該当のない提出書類の名称）

（該当のない理由）

様式８

辞　　退　　届

平成　年　月　日　

愛媛県知事　　　　　　　様

所在地
名称
代表者名　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
県営住宅の指定管理者の指定を受けるため指定申請書等を提出しましたが、下記により申請を辞退します。

記

辞退の理由

	
































































































































